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緒言

水産庁では、水産基本法第３２条に基づき平成１３、１４年度において水産業・漁村

の多面的機能に係る調査事業を実施し、水産業・漁村の有する多面的機能について国民

的理解を深めるため啓蒙普及を行うとともに、客観的な評価を行うための基礎調査を実

施した。

この調査結果を踏まえ、平成１５年１０月８日「地球環境・人間生活にかかわる水産

業及び漁村の多面的な機能の内容及び評価」について農林水産大臣が日本学術会議会長

に諮問したところである。

水産業・漁村の多面的機能は農業や森林・林業に比べ、十分な議論や調査の積み重ね

がなく、その評価が未だ定まっていない。日本学術会議では、答申の検討のため「水産

業・漁村の多面的機能に関する特別委員会 （以下、特別委員会と略す）の下に「水産」

業の多面的機能に関するワーキンググループ （以下、水産業ワーキンググループと略」

す 「漁村の多面的機能に関するワーキンググループ （以下、漁村ワーキンググルー） 」

プと略す）を設置した。

平成１５年度調査に引き続き、本年度調査において、専門家を両ワーキンググループ

に派遣し、水産業・漁村の多面的機能の内容と評価の検討、水産業・漁村の多面的機能

の経済評価額の試算などを行った。

本調査の結果は、日本学術会議が作成する「地球環境・人間生活にかかわる水産業及

び漁村の多面的な機能の内容及び評価」に関する答申に反映されるとともに、水産業・

漁村の多面的機能を増進するための水産基盤整備の基本方針の策定、水産基盤整備の効

果の評価、水産関係公共事業等の事業評価及び政策評価の評価手法のさらなる開発など

に活用することができる。



調査方法

前述のように、日本学術会議の「地球環境・人間生活にかかわる水産業及び漁村の多

面的な機能の内容及び評価」への答申を作成する特別委員会が設置した水産業ワーキン

ググループ及び漁村ワーキンググループへ専門家を派遣し、水産業・漁村の多面的機能

の内容と評価に関して検討を行い、評価額の試算を行った。

また、必要に応じて、ワーキンググループにゲストスピーカーを招聘し、関連する研

究などについての講演を実施した。

検討の成果は 「地球環境・人間生活にかかわる水産業及び漁村の多面的な機能の内、

容及び評価」答申案として取りまとめた。

( ) 検討体制1
特別委員会は、日本学術会議第六部（農学系）を中心として、日本学術会議各部の会

員９名から構成されている。

水産業ワーキンググループ、漁村ワーキンググループは、特別委員会のメンバー及び

日本学術会議の会員以外のメンバーから構成され、農林水産省、独立行政法人の研究者

などがオブザーバーとして参加した。

① 特別委員会

幹事 石原 潤（第１部：人文地理学 京都大学大学院文学研究科教授）

和田充夫（第３部：商学 慶應義塾大学大学院経済管理研究科教授）

黒岩常祥（第４部：植物科学 立教大学理学部生命科学科教授）

中村英夫（第５部：土木工学 武蔵工業大学環境情報学部教授）

委員長 佐藤晃一（第６部：地域農学 今治明徳短期大学学長）

幹事 隆島史夫（第６部：水産学 前東京水産大学学長）

谷口 旭（第６部：水産学 東北大学大学院農学研究科教授）

渡辺洋宇（第７部：地域医学 労働福祉事業団富山労災病院病院長）

② 水産業ワーキンググループ

黒岩常祥（第４部：植物科学 立教大学理学部生命科学科教授）

佐藤晃一（第６部：地域農学 今治明徳短期大学学長）

座長 隆島史夫（第６部：水産学 前東京水産大学学長）

渡辺洋宇（第７部：地域医学 労働福祉事業団富山労災病院病院長）

宮崎良夫（東京経済大学現代法学部教授）

小野征一郎（近畿大学農学部教授）

岡 彬 （全国水産試験場場長会会長）

多屋勝雄（東京海洋大学海洋科学部教授）

③ 漁村ワーキンググループ

石原 潤（第１部：人文地理学 京都大学大学院文学研究科教授）

和田充夫（第３部：商学 慶應義塾大学大学院経済管理研究科教授）

中村英夫（第５部：土木工学 武蔵工業大学環境情報学部教授）

座長 谷口 旭（第６部：水産学 東北大学大学院農学研究科教授）

野本寛一（元近畿大学文芸学部教授）



舛田忠夫（山形大学教育学部教授）

図－検討体制

( ) 検討経緯2
① 水産業・漁村合同ワーキンググループ（第 回）5
日時：平成 年 月 日16 4 5
主な検討内容：

・第 回ワーキンググループ(平成 年 月 日)での検討結果を踏まえ、担当の各委4 16 3 24
員が作成した答申素案について、検討が行われた。

・目次構成の修正、用語の確認などが行われた。

② 水産業・漁村合同ワーキンググループ（第 回）6
日時：平成 年 月 日16 4 21
主な検討内容：

・佐藤委員長より、日本学術会議総会における答申素案に対する指摘事項について説明

があった。

・水産業・漁村の多面的機能の定量評価手法、貨幣評価手法を中心に検討が行われた。

③ 特別委員会拡大役員会

日時：平成 年 月 日16 5 10
主な検討内容：

・佐藤委員長より、日本学術会議総会における答申原案が提示され、細部含めて詳細な

検討が行われた。

④ 水産業・漁村合同ワーキンググループ（第 回）7
日時：平成 年 月 日16 5 19
主な検討内容：

日本学術会議

特別委員会

水産業
ワーキンググループ

漁村
ワーキンググループ

専門家派遣 専門家派遣



・佐藤委員長より、拡大役員会での検討を踏まえた答申原案が提示され、その内容につ

いて議論が行われた。

・オブザーバーである独立行政法人水産総合研究センター平尾氏より、これまでに実施

されてきた水産業・漁村の多面的機能の貨幣評価事例及び貨幣評価手法について報告

があり、貨幣評価手法の取り扱いについて検討が行われた。

⑤ 特別委員会拡大役員会

日時：平成 年 月 日～ 日16 6 28 29
主な検討内容：

・神奈川県みうら漁協における水産業の多面的機能発揮事例の視察を行った。

・答申の最終案の確定のための最終的な検討が行われ、答申が確定した。

( ) 水産業・漁村の多面的機能の経済評価手法の開発及び試算3
特別委員会において検討された水産業・漁村の多面的機能の経済評価の考え方に従

い、貨幣評価が可能な下記の機能について、主に代替法により経済評価手法を開発し、

試算を行った。

表－水産業及び漁村の多面的機能の経済評価対象機能

●物質循環補完機能
●環境保全機能
●生態系保全機能
●生命財産保全機能
●防災・救援機能
●保養・交流・教育機能

( ) 答申解説資料の作成4
特別委員会が作成した「地球環境・人間生活にかかわる水産業及び漁村の多面的な機

能の内容及び評価」の普及を図るため、概要をとりまとめた解説資料を作成した。



調査結果

( )「地球環境・人間生活にかかわる水産業及び漁村の多面的な機能の内容及び評価」答1
申のとりまとめ

本調査の成果は「地球環境・人間生活にかかわる水産業及び漁村の多面的な機能の内

容及び評価」に関する答申に反映された。答申本文は、日本学術会議ウェブサイト

( よりダウンロードできる。http://www.scj.go.jp/)

( ) 水産業・漁村の多面的機能の経済評価の試算2
「地球環境・人間生活にかかわる水産業及び漁村の多面的な機能の内容及び評価」答

申に示された考え方に従い、水産業及び漁村の多面的機能について、主に代替法によっ

ての経済評価を行った。評価結果を以下に示す。

表－水産業及び漁村の多面的機能の経済評価結果

( ) 答申解説資料の作成4
本調査において作成した答申解説資料を次頁以降に示した。



考察

本調査の成果は「地球環境・人間生活にかかわる水産業及び漁村の多面的な機能の内

容及び評価」に関する答申に反映された。これにより、水産、漁村の持つ多面的機能の

、 。枠組みの整理がなされ 多面的機能をより増進させるための多面化の方向性が示された

また、水産業及び漁村の持つ多面的機能の経済評価が行われ、機能の大きさについて一

定の目安が与えられた。

水産基盤整備の基本方針の策定にあたっては、水産業・漁村の多面的機能を増進する

ことを考慮し、また、水産基盤整備の多面的な利活用、多面的な利活用可能な基盤整備

の実施により、基盤整備の効果を高めるべきである。

多面的機能を考慮した水産基盤整備を進めるためには、整備事業の効果の評価におい

て、多面的機能の保全や、多面化による諸機能の増進を組み込むべきである。また、水

産関係公共事業等の事業評価及び政策評価の評価手法のさらなる開発においても同様の

配慮が必要である。

ただし、水産業及び漁村の多面的機能の経済評価手法を事業評価等への適用を進める

ためには、定量的評価の研究蓄積による信頼性の向上、代替法以外の評価手法の活用な

どによる評価手法の高度化が必要である。

これらの多面的機能、多面化に配慮、組み込みにおいて、本調査の成果を活用するこ

とができる。

摘要

・本調査の成果は「地球環境・人間生活にかかわる水産業及び漁村の多面的な機能の内

容及び評価」に関する答申に反映された。

・本調査の検討において、水産業及び漁村の多面的機能の経済的評価については、慎重

に取り扱うべきとの見解が示された。今後、定量的評価の研究蓄積を進め、信頼性の

高い評価手法の開発、データの収集を進めることが課題となる。



委員名簿

① 特別委員会

幹事 石原 潤（第１部：人文地理学 京都大学大学院文学研究科教授）

和田充夫（第３部：商学 慶應義塾大学大学院経済管理研究科教授）

黒岩常祥（第４部：植物科学 立教大学理学部生命科学科教授）

中村英夫（第５部：土木工学 武蔵工業大学環境情報学部教授）

委員長 佐藤晃一（第６部：地域農学 今治明徳短期大学学長）

幹事 隆島史夫（第６部：水産学 前東京水産大学学長）

谷口 旭（第６部：水産学 東北大学大学院農学研究科教授）

渡辺洋宇（第７部：地域医学 労働福祉事業団富山労災病院病院長）

② 水産業ワーキンググループ

黒岩常祥（第４部：植物科学 立教大学理学部生命科学科教授）

佐藤晃一（第６部：地域農学 今治明徳短期大学学長）

座長 隆島史夫（第６部：水産学 前東京水産大学学長）

渡辺洋宇（第７部：地域医学 労働福祉事業団富山労災病院病院長）

宮崎良夫（東京経済大学現代法学部教授）

小野征一郎（近畿大学農学部教授）

岡 彬 （全国水産試験場場長会会長）

多屋勝雄（東京海洋大学海洋科学部教授）


